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介護職員によるたんの吸引等の試行事業について

１趣旨

これまで、当面のやむを得ない必要な措置（実質的違法性阻却）として、在宅・特

別養護老人ホーム．特別支援学校において、介護職員等がたんの吸引・経管栄養のう

ちの一定の行為を実施することを運用によって認めてきた。

しかしながら､在宅や､特別養護老人ホーム､介護老人保健施設､グループホーム、

有料老人ホーム、障害者（児）施設等において医療的なケアに対するニーズが高まっ

ている状況に対応するため、看護職員と介護職員等が連携･協働して、利用者にとっ

て安心.安全なケアを提供するための方策について検討する必要がある。

このため、厚生労働省では、平成２２年７月から「介護職員等によるたんの吸引等

の実施のための制度の在り方に関する検討会」（座長：大島伸一独立行政法人国立長

寿医療研究センター総長。以下「検討会」という｡）を開催し、介護職員等が、医師・

看護職員との連携.協力の下に、たんの吸引や経管栄養を行うことについて、法制度

の在り方、適切な実施のために必要な研修の在り方、試行的に行う場合の事業の在り

方について検討を行っているところである。今回、その議論を踏まえ、一定の研修の

修了や、医師･看護職員と介護職員等との連携・協働等の条件の下で試行事業を実施

し、研修の効果や医療安全の確保などについて検証を行うこととしたものである。

本試行事業は、こうした観点から、在宅､特別養護老人ホーム､介謹老人保健施設、

グループホーム、有料老人ホーム、障害者(児)施設等における看護職員と介護職員等

の連携によるケアの在り方に関して、研修カリキュラム、方法及び評価、医療安全の

確保等の検証を行い、検討会に報告することとしている。

２試行事業について

（１）試行事業において、介護職員が行うことが許容される医行為の範囲

・たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）

※口腔内、鼻腔内については、咽頭の手前までを限度とする６

・経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻）

※胃ろう・腸ろうによる経管栄養については、胃ろう･腸ろうの状態に問題

がないことの確認は看護職員が１日１回以上行うものとする。

※経鼻経管栄養については､栄養チューブが正確に胃の中に挿入されている

ことの確認は看護職員が行うこととする。
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実施主体及び費用負担等

）試行事業実施主体

要件を満たした研修事業実施団体（以下「実施団体」という｡）を５～１０団

体程度を公募し、選ばれた実施団体が試行事業を実施する。

）実施団体の要件

以下のアーエの要件を満たす団体とする。

ア指導者講習を受け、基本研修において介護職員に講義･演習を行う医師又

は看護師を４人程度推薦できること。

イ基本研修・実地研修・ケアの試行に参加し、協力できる介護職員２０人程

度を推薦できること。

、ウイで推薦を受けた介護職員は基本研修・実地研修・ケアの試行における検

証に要する業務が実施できることｄ

エ実地研修を実施する施設・在宅等を推薦できること。

）実地研修の対象となる施設・在宅等とその要件

以下の要件を満たす特別養護老人ホーム､介護老人保健施設､有料老人ホーム、

グループホーム､障害者(児)施設等(医療施設を除く）、訪問介護事業者(在宅)、

でできる限り行うこととする。

ア利用者本人とその家族が実地研修の実施に協力できること。

イ医療、介謹等の関係者による連携体制があること。

ウ実地研修を受ける介護職員を受け入れる際、実地研修の場において介護職

員を指導する看護師（以下「指導看護師」という｡）について、介護職員数名

につき、１人以上の配置が可能であること(訪問介護事業所にあっては、訪

問看護事業所と連携の上、実地研修の場において指導看護師について、介護

職員数名につき、１人以上の確保が可能である場合も含む｡)。

エ指導看護師は臨床等での実務経験を３年以上有し、指導者講習を受講して

いること。

オ有料老人ホーム、グループホーム、障害者（児）施設等においては、常勤

の看護師の配置又は医療連携体制加算をとっていること。

力過去５年以内に、都道府県から介護保険法第９１条の２に基づく勧告、命

令及び第９２条に基づく指定の効力の停止を受けたことがないこと。

キたんの吸引及び経管栄養の対象となる患者が適当数入所又は利用してい

ること。

ク検証に要する業務が実施できること。

ケ施設の責任者、事業所職員が実地研修の実施に協力できること

．別紙１の１２，Ⅱ２の条件を満たしていること。

）費用負担

指導者講習は老人保健健康増進等事業で実施、基本研修及び実地研修は介護サ

ービス指導者等養成研修等事業及び障害保健福祉部保健福祉調査委託費で実施す

る。
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３研修及びケアの試行について

（１）医師、看護師に対する指導者講習

実施団体からの推薦を受けた医師又は看護師２４人程度及び施設ｊ在宅等における
指導看護師４０人程度に対し、１日程度かけ、介護職員への指導ポイント、評価基準

等に関する指導者講習を実施する。

（２）介護職員に対する研修

①基本研修

ア（１）の指導者講習を受けた医師又は看護師が、介護職員に対し、５０時間の

講義を実施する。

イシミュレーターを活用し、以下の演習を実施する。

・救急蘇生法演習：１回以上

・たんの吸引の演習：「口腔」・「鼻腔」・「気管カニューレ内部」のそれぞれご

とに５回以上（急変時の対応含む）

・経管栄養の演習：「胃ろう･腸ろう」・「経鼻」それぞれごとに５回以上

（急変時の対応含む）

ウ基本研修を受けた介謹職員に対し、所定の評価基準を用いて、研修を実施した

医師、看護師が評価を行う。

②実地研修

ア①ウの評価基準を満たした介護職員に対して、指導看護師の指導の下、介護職

員は所定の実習を行う。

イアの研修を受けた介護職員に対し、所定の評価基準を用いて、指導看護師が評

価を行なう。

ウ実地研修の具体的な実施方法については、別紙１で定める。

（３）実地研修までの試行事業の検証

（１）。（２）について、安全性の確保・研修カリキュラムの妥当性等の観点から検

証を行ない、検討会へ報告する。

（４）施設・在宅等におけるケアの試行の実施

ア（２）②イの評価基準を満たした介護職員が、自らが所属する施設や、自らが

所属する訪問介護事業所が訪問介護事業を実施する居宅等において、ケアの試行

を実施する。

イケアの試行の具体的な実施方法については、別紙２で定める。
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（５）施設、在宅等における試行の検証

（４）の結果を受け、実施状況・ヒヤリハット事例等、

て、検証を行う。

安全性の確保状況等につい

４試行事業のスケジュール（素案）

実施団体の公募及び当該実施団体からの実地研修施設の推薦 本年８月中旬

本年９月中旬

本年１０月

本年１１月

平成23年１月

平成23年３月

実施団体の選定

指導者講習

基本研修

実地研修

ケアの試行
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